
戦後～金融経済史の主な９つの出来事・体制 ＋最近の経済判例 3件 

（若手社員・女性社員・社員父兄向け） 

① 我が国の金融経済は、主に戦後 50 年間（1950～2000）の制度改革・高度成長の

過程で歴史的に形作られてきたバックグラウンドを持っている 

② 産業界に属する各人は、上記を上司・取引先と共有し幅広い現状認識が有効 

③ 特に若手社員はこのバックグラウンドを知らない世代なので改めて理解が必要 

№ 項目 概略 /パワーポイント画面例 
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2 シャウプ税制（1950 年勧告） 税収構造を間接税中心→直接税中心に改革 
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4 所得倍増計画（1960 年政府） 池田首相：１人当り GNPは７年で倍増した 

5 オイルショック（1973 年 OPEC） 中東戦争を契機に原油価格が急騰した 

6 日本企業の自己資本比率 

向上（80 年代～） 

企業は内部蓄積で借入依存体質から脱却 

7 75年-17％,85年-26％,95年 33％,05年-43％ 

8 為替の実需原則撤廃（1984 年 輸出入などの取引なしでも為替予約が可能に 
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10 バブル経済（a資金と不良債権 企業の資金需要低迷で財テク向貸出が急増 

11    “   （ｂ日経平均と GDP ’89 年は日経平均がGDPから大幅に乖離 

12 純粋持株会社の解禁（1997 年 戦後GHQの財閥解体から独禁法改正で解禁 
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持

株

会

社
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14 最近の経済判決（グレーゾーン 「任意に支払った」を最も厳格な基準で判断 

15    “  （社員の過労死とQC 業務に内在する危険が現実化したと判断 

16    “   (企業買収の防衛策 買収者の差別的取扱も株主総意で可と判断 



 


